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ハウプ トシューレ (全生徒数の約 7割)と,ギムナ
ジウム,実科ギムナジウム,経済実科ギムナジウム








のか 2'を,更に,初等教育段階 (第 1-4学年)に 前期中等教育段階の学校を代表して,多くの生徒が
おける科学教育が北隣の ドイツ ･バイエルン邦の場 在学している学校,ハウプ トシューレに焦点を当て
合とどのように異なるか 3',加えて,前期中等教育 ることにする｡
職業教育関係の諸学校 も存在 している｡ ここでは,







,Ma ma , )の授業るか 4'を,明らかにしている｡ 前期中等教育段階に 学,英語 
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行 ･完全実施は,表 1である｡ になり,それまで現行の新指導要領が有効となる｡
なお,オース トリアの欧州連合 (EU)加盟は, 
ハウプトシューレ学習指導要領の近年の改訂 ･移 1/810 9年度がその完成年度
表1 ハウプトシューレ学習指導要領の近年の改訂 199年であった｡
年度 第 1学年 第 2学年 第 3学年 第 4学年 
ハウプトシューレの新旧学習指導要領の内容構成 
5
(主要目次)は,大枠 (6部立て)には変更がない｡1 1985/86 旧 (旧 旧 ) (旧 旧 ) (旧 )旧 
2 1986/87 旧 旧 (旧 )旧 (旧 日本の学習指導要領などに対応させていえば,ほぼ,)旧 

































旧 旧 道徳に,相当している｡ また,第 6部 B (自由)逮
旧 旧 択教科や第 6部 C必修でない訓練は,部活動に相当
旧 旧 している｡ ハウプトシューレにおける科学関連の必
旧 旧 
旧 旧 
修教科が, 2教科 (生物 ･環境,物理 ･化学)から 
旧 旧 3教科 (生物 ･環境,化学,物理)に,物理と化学
1
われうることがわかる｡
1997/98 旧 旧 旧 旧 
1999/00 旧 川.学習指導要領 ･物理 Lh 畠ed i)旧 旧 旧 p r y
ハウプトシューレの新学習指導要領における物理新 新 新2002/03 旧 
と旧学習指導要領における物理 ･化学とに関係する新 新 新 新2003/04
部分を抜粋し,それらの詳しい内容構成を対比的に
2表 ハウプトシューレの新旧学習指導要領 ･物理 (ないし物理 ･化学)の内容構成
9
1996/97 旧 旧 旧 旧 
1998/99 旧 旧 旧 旧 
(erln ePhsk
2000/01 新 旧 旧 旧 
2001/02 新 新 旧 旧 
示したのが,表 2である｡
95/96 旧 旧 旧 旧 とに分科したこと,これらは必修でない訓練でも扱
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*第 3部 IPSTHCIRRET ANUNG)学校 ･授業の計画 
-30-
オーストリアのハウプトシューレにおける物理カリキュラムの改訂
新 旧学習指導要領 ともに,陶冶教授 課題 示はなく,教師の裁量で考え,教科枠を越えること
Bi( も可能となっている｡dL ),教授学的原則h f beraugaeun-dungsl
dkatihsceGrund畠stze),教材 (Lh tersoff)があ(Di
り,学習目標,内容の取扱い,学習内容に相当する｡ 日. 1.週授業時間数 (Wochenstunden週授業時
なお,薪では,言及順が教授学的原則,教材である 間数 Stundentafeln授業時間割表)
が,旧では逆である｡ 新では,教授学的原則に従っ
て,教材を定めたことになり,旧に比べて,故師の ハウプトシューレにおける教科 ｢物理｣｢物理 ･
自由裁量を許容する余地をもたらすものである｡ 化学｣｢化学｣の週授業時間数の新旧学習指導要領
による変化をまとめると,表 3となる｡ 表 4は,ハ
新学習指導要領で設定された中核領域と発展領域 ウプトシューレとともに,前期中等段階に属する普
の区分で,中核領域の学習内容を授業時間数の 2/ 通教育中等学校の下級段階における教科 ｢物理｣の
3で行い,一方,発展領域の学習内容は具体的な指 週授業時間数の変化表である｡
表 3 ハウプトシューレにおける教科 ｢物理｣｢物理 ･化学｣ ｢化学｣の週授業時間数の変化表
新学習指導要領2000
必修教科＼学年 














表 4 普通教育中等学校の下級段階における教科 ｢物理｣の週授業時間数の変化表
完全実施新学習指導要領2000 移行開始20010/ 40/3 89← 旧学習指導要領1
合計* 合計 
7/88移行開始1988 98/完全実施 





//G/WK/RG GWK RG GWK RG必修教科＼類型 類型/必修教科G/WK/RG G/WK/RG
-













第 2 (通算呼称 6)学年における週 2から 1への減 ll. .目標 Bidns udLhafae:2 ( Jug- n erugb 陶冶
少が,大きな変化であった｡これらは,普通教育中 教授課題)
等学校の下級段階との違いの解消 (いわば ｢教育段
h f beraugaeun)階の独自性と透過性の重視｣,全教科の時間数総計 dL
の減少 (いわば ｢ゆとりの創造｣)を,受けたもの 陶冶教授課題)の新旧対照表である｡
表 5 学習 目標 Blu g-n hau a(id n s u dLer fgbe:陶冶教授課題)の新 旧対照表
新学習指導要領 :物理 旧学習指導要領 :物理 ･化学
教科固有の観点から出発し,物理と他の自然諸科学との関 物理 ･化学の授業は,生徒が自分の環境において自ら
連が取 り扱われる ｡ 授業対象は他の陶冶領域全てに寄与し, を位置づけ責任感を持って行動できるように,生徒を支
物理学的内容に制限されるべきでない｡ 援するべきである この為には,自然現象内また自然 ･｡








































人間と社会 :物理と工学の社会 ･経済 ･生態上の発展への影
響 ;反科学ないし技術嫌悪的意見への批判的議論 ;現代技術
の影響 ;自然科学的認識の技術応用への変換時に可能な危険

















































































教材) 一物理 ･化学 -の抜粋である｡:Lh fterso(見ていかなければならない｡表 6は,旧学習内容 
表 6 旧学習内容 :fLh terso( 教材) 一物理 ･化学 - (抜粋)
















1. 日常における物理との出会い egegnun(B gmitPhysikim AIta
2. 運動中の物体 (K6 errp inBewegung) 

















7. 物体は自然の中では純物質としてはほとんど存在しない toffekommeninderNa rse
2.物質の構成要素としての原子 (AtomealsB ederMaaus
第 4学年 (週 4時間)物理 (週 2時間) 






















2.7 発展教材 :物理学に関する最後の考察 (Ab lische deβe tutrach ikeberPhys )ssen ngenu
①物理の目的,成果,方法,限界また個人と社会にとってのその意味について考察
ア.関連した問題の議論に入る準備













水- Wasrce shbtahe)化学的な考察 ( se-hmic erctr
2.
1
















旧学習内容 off:Lh ters( この週授業時間数は,表 3と表 4との対比,つまり教材)一物理 ･化学 -


































ある｡ つまり,第 4学年週 4時間は物理 2時間と化
学 2時間とに分けられている｡ 第 2, 3学年は物理 表 7は,旧学習内容 
学習目標,内容などから,いわば ｢化学を含む物理｣
Lh ters( off:教材) -物
の学習内容であるので,物理 ･化学の過授業時間数 理 ･化学一における大中小項目の数に注目して,ま
計 8内の比率でいえば,物理対化学は 6:2となる｡ とめたものである｡
表 7









































































































ある｡ この計 2 中項
目に対 して,計 2 の小項目があり,計 9中項目
が計 1 の小項目 
計 中項目は少なくとも小項目 (アイウエ) :アを持つ
中項目数であり,小項目 (アイウエ)を持たない中7



























off教材 ･中核領域:Lh ters(科等関連 ( evridn)( )もQurebnug 9教科等延べ 41
含まれる｡ これらの関連に関する指示は詳細である
が,系統性を持った整理された指示とはいえない｡
表 8 新学習内容 教材 ･中核領域K )一物理 -:b ihernerecLh 仕terso(
, 3学年2




































( rL 'bdarnim 'W孟me ):
日常経験から発し,生徒は生命のあるないしない世界における熱現象のますます深 くなる理解を,獲得すべきである｡




































































































化 :計 45大項目221中項目227小項目 (化学部分












































ギー源としての太陽｣が第 2/ 3学年の ｢地球的, 
-36-
オース トリアのハウプトシューレにおける物理カリキュラムの改訂
地域的な天候現象と気候への洞察を獲得 (季節,地 が第 2/ 3学年 ｢電気設備を扱う際に基礎的な安全
球上の水循環,海流,風)｣｢エネルギー節約法の生 意識を育成(安全器と絶縁の種類)｣に,第 4学年の
態学的意味への洞察と生態学的行為能力の育成｣第 ｢発展教材 :物理学に関する最後の考察｣が第 2/ 3
4学年の ｢太陽,恒星におけるエネルギー変換と核 学年 ｢物理にとっての典型的な思考方法の知識を学
反応とで基礎的な過程を理解できる (核融合,核分 ぶ｣｢物理と物理以外との思考過程の違いを認識する｣
裂)｣へ,第 4学年の ｢エネルギー変換とエネルギ になどのように,繰り下げとなった教材もある｡
ー獲得｣が第 4学年の ｢｢放射性｣の原因として原 新たに導入された教材もあり,第 2/ 3学年の







成要素｣と第 2/ 3の ｢全ての物体の粒子モデルと Il. 4.内容の取扱い (DidaktischeGrunds畠tze:
重要な適用とを受け入れ理解｣,第 4学年の ｢恒 教授学的原則)
星一衛星｣と第 4学年の ｢惑星と衛星の運動を基礎
的に説明できる｣などである｡ 表 9は,内容の取扱い (DidaktischeGrundsatze:
例えば,第 4学年の ｢電気機器取扱い上の安全｣ 教授学的原則)の新旧対照表である｡
表 9 内容の取扱い Diatsh rnste:( dkiceGudaz 教授学的原則)の新旧対照表










モデル概念 (例えば,粒子モデル)と基礎的 一般化の過程は,具体的な状況 ･対象あるいは行動から可能な限
概念 (例えば慣性,力,エネルギー)とが,午 り出発し,事象の図示を越えてシンボル的表現 (例えば,言語,記
齢に合わせてますます深く把握される理解レベ 号)に至る｡ 法則の作成時に,定性的そして比例的把握に特別な価
ルに達成するために,適切な場所で,自然と工 値が置かれるべきである｡ 適切な事例で,物理 ･化学に対して数学













デル概念,定性的な比例関係,年齢にあった,など 旧では,教材 Lehrstoffの後に教授学的原則 
































関する研究,風間書房 ,1 6年 2月,40頁. 
える｡ 2)田中賢二,『環境』を附した前期中等教育段階
●モデル思考,専門用語,適用限界,安全教育,責 の教科-オース トリアの 『生物 ･環境』-,岡山
1
2















( ,ト1 頁. 
というニュアンスに変わっている｡ 大 きな変化は, 4)田中賢二,オース トリアの初等教育段階におけ



















中項目としての発展教材 (計 2 中項目のうち計 3
) 5
3











( ,5 3頁. 
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それらの言及なしへ変わった｡
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